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　山口県医師会禁煙推進委員会では、令和 2年

度に 20代の人を対象として小中学校での喫煙防

止教育の効果について調査したところ、喫煙防止

教育を受けた人は現在も吸っていない人が多いと

の結果を得て、小中学校での喫煙防止教育が有効

であることが示された。そこでこのたび、県内の

小中学校を対象として喫煙防止教育の実際につい

て調査を行った。

　令和 4年 1 月、県内 425 の学校（小学校 277

校、中学校 148 校）にアンケートを配付し、令

和 4年 1 月から 3月の間に 234 校（小学校 152

校、中学校 82 校）から回答を得た（表１．回答
率 55％）。回答者は校長 20 校、教頭 5校、養護

教諭169校、保健担当教諭24校、保健体育科教諭・

主任 2校、生徒指導主任 6校、その他の教諭 6校、

不明 2校であった。

　喫煙防止教育を行っている学校は全体で 100

校あり（43％）、小学校 68 校（45％）、中学校

32校（39％）で行われていた。市町、学校の規

模による大きな差はなく、おおよそ 4～ 5割の

学校で行われている市町が多かった（図 1）。年
間の実施回数は 1回 97 校、2回 2校、3回 1校

表 1　市町別回答数
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図 1　市町別喫煙防止教育実施率

図 2　喫煙防止教育の施行者（n=100）※複数回答有

図 3　行っていない理由（n=134）※複数回答有
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表 2　今後の予定（n=134）※複数回答有

であった。行っている人は学校薬剤師が最も多く

56 校、次いで保健師 17 校、警察関係者 14 校、

担任の先生 11 校で、学校医は 3校と少なかった

（図 2）。行われていない学校は 134 校あり（57％）、
理由として最も多かったのは「行う時間（余裕）が

ない」79 校、次いで「保健（体育）の授業で取り

扱っているから」25校、「行ってくれる人がいない」

20校で、「必要性を感じない」と答えたのは 14校

のみで（図 3）、今後行う予定があるかの問いでは
「行ってくれる人がいれば行いたいと思っている」

が 86校と圧倒的に多かった（表 2）。

　時間的・人的な問題で行われていない学校が多

く、行ってくれる人がいれば行いたいと考えてい

る学校が多いことがわかった。学校医が行ってい

る学校は少なく、学校医の積極的な関わりが必要

と考えられた。

　終わりに、このたびのアンケート調査にご協力

いただいた県内の小中学校、教育委員会の皆様に

感謝申し上げます。


